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第 28 号議 案： 大分県環境影響評価条例の一部改正について

第 29 号議 案： 大分県産業廃棄物の適正な処理に関する条例の一部改正について

第 26 号議 案： 大分県男女共同参画計画の策定について

第 27 号議 案： おおいた動物愛護センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について

県計画等の策定・改定について

「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４」目標指標の見直しについて

第 19 号議 案： 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について

第 1 号 議 案 ： 令和８年度大分県一般会計予算について

福祉保健生活環境委員会　　資料
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第19号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について（福祉保健生活環境委員会関係分）

影響額
(千円)

改定率
（％）

改定額
（円）

単価（円）
単位手数料名称事務名称

改定後改定前

＋2,9226.120350330頭と畜検査手数料（豚_勤務時間内）と畜関係事務1

＋1566.140700660頭同 （豚_勤務時間外）2

＋46210.870720650頭同 （牛150Kg以上_勤務時間内）3

＋12510.81401,4401,300頭同 （牛150Kg以上_勤務時間外）4

＋1,1108.21,40018,40017,000件営業許可申請手数料（飲食店営業）食品衛生許可等事務5

＋19010.71,60016,60015,000件同 （菓子製造業）6

＋997.81,80024,80023,000件同 （そうざい製造業）7

＋217.880011,00010,200件同 （食肉販売業）8

＋187.880011,00010,200件同 （魚介類販売業）9

＋137.81,80024,80023,000件同 （清涼飲料水製造業）10

＋137.81,80024,80023,000件同 （複合型冷凍食品製造業）11

＋137.81,80024,80023,000件同 （密封包装食品製造業）12

＋26310.92,40024,40022,000件許可申請手数料旅館業許可事務13

＋4110.92,40024,40022,000件許可申請手数料浴場業許可事務14

１ 改正の背景

・使用料及び手数料は特定のサービスを受ける者がその受益に応じて負担すべきもの（受益者負担の原則）

・昨今の人件費・物価上昇に伴い、サービス提供に必要な経費は増加傾向であることから、全使用料・手数料を対象に一斉検証を実施

・施設の維持管理費や事務に要する経費について、人件費や物価の上昇
に伴う増加経費等を試算（国の標準令等に準拠するものを除く）

２ 検証の内容と結果

・単価の伸び率(平均値) 使用料＋6.7％、手数料＋7.2％
※平均伸び率は人件費や物価、光熱水費の伸びと同等

人件費＋9.3％（R3→7）、消費者物価指数＋6.9％（R3→6）、光熱水費＋5.5％（R3→6）

影響額（生活環境部関係分） 82件 ＋6,341千円３ 主な改正内容（生活環境部関係）

うち改定
検証対象
（Ａ－Ｂ）

標準令等
準拠（Ｂ）

件数
（Ａ）

411件522件284件806件県計

82件85件84件169件うち生環

※改定する82手数料のうち影響額が大きい
19手数料30区分を抜粋
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・食品の輸出には、輸出先国が求める食品安全基準等に適合していることを示す証明書が必要
・国は農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律を制定（令和２年４月施行）し、証明書の発行手数料（870円）を設定
（経過措置として令和７年３月まで無償対応）
→牛肉や水産物など県が発行主体となる輸出証明書について、国単価に準じて申請手数料を新設

４ 事務の新設

令和８年４月１日（県HPや施設窓口にて、県民向けに周知を実施中）５ 施行日

影響額(千円)単価（円）単位手数料名称事務名称

+1,231870件輸出証明書交付申請手数料農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律関係事務

影響額
(千円)

改定率
（％）

改定額
（円）

単価（円）
単位手数料名称事務名称

改定後改定前

＋1604.25,000125,000120,000件土地掘削許可申請手数料温泉許可等事務15

＋954.55,000115,000110,000件ゆう出路増掘又は動力装置許可申請手数料16

＋481.450035,50035,000件温泉利用許可申請手数料17

＋484.470016,70016,000件検査手数料
理容所、美容所又はクリーニング所検
査事務

18

＋1110.07007,7007,000件試験手数料クリーニング師免許事務19

＋388.580010,2009,400件試験手数料製菓衛生師免許事務20

＋3210.04004,4004,000件ふぐ処理者名簿登録更新申請手数料ふぐ処理者登録事務21

＋1510.04004,4004,000件ふぐ処理者名簿登録申請手数料22

＋154.91,70036,70035,000件登録手数料（飲料水貯水槽清掃業者）建築物環境衛生業者登録事務23

＋124.91,70036,70035,000件同 （清掃業者）24

＋389.01,40016,90015,500件第一種動物取扱業登録更新申請手数料動物愛護管理事務25

＋279.01,40016,90015,500件第一種動物取扱業登録申請手数料26

＋385.71,90035,50033,600件浄化槽保守点検業者更新登録手数料浄化槽保守点検業者登録事務27

＋295.02505,2505,000件
第一種フロン類充填回収業者登録更新申請
手数料

第一種フロン類充填回収業者登録事務28

＋5011.225,000249,000224,000件汚染土壌処理業許可更新申請手数料土壌汚染対策法関係事務29

＋234.61,80040,80039,000件特定事業許可申請手数料土砂等の堆積行為許可等関係事務30

（続き）３ 主な改正内容（生活環境部関係）-3-
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第27号議案 「おおいた動物愛護センターの設置及び管理に関する条例」 の一部改正について

おおいた動物愛護センターの設置目的、事業、管理の方法・基準、利用許可、利用料金等を規定。

（第５条）知事は、センターの業務のうち、ドッグラン及び多目的広場に関する業務を指定管理者に行わせることができる。

（第１１条）利用料金は、本条例で定める範囲内で指定管理者が定め、知事の承認を受ける。

１ 条例の概要

・ドッグラン及び多目的広場は利用料収入による独立採算方式を採用（県からの委託料なし）

・近年の人件費上昇や酷暑による利用減少により、条例で定める範囲内の利用料金では、事業継続

が困難となるおそれがある。

・マルシェ等のイベントのため多目的広場を貸出しているが、多目的広場には利用料金の設定がなく、

収入につながらない。

ドッグランの利用料金を見直し、新たに多目的広場の利用料金の設定を行う。

２ 改正の理由
多目的広場

ドッグラン

４ 施行期日
令和８年４月１日

３ 主な改正の内容

人件費や物価がR5-6年と同程度上昇し、利用頭数が横ばいの
場合、R12年に収支均衡するためには約85％の値上げが必要

・人件費+6.3％/年 （R5、R6伸び平均）
・その他経費+2.7％ （R6消費者物価指数）

（参考）令和７年度第2回行財政改革推進

委員会での議論

・現在の運営方式では事業の採算性は極

めて低く事業継続が困難となるおそれ。利

用料金や運営方法の見直し検討が必要

【別表】
【別表】

（参考：条例範囲改正、新設の考え方）

ドッグラン
多目的広場

改正案 現行

専用使用 １時間
(5頭以内)

1,000円以上
7,000円以下

1,000円以上
3,500円以下

共同使用 １時間
(1頭につき)

100円以上
700円以下

100円以上
350円以下

条例の範囲
区分 単位

単位 条例の範囲

全部を使用する
場合

１日
7,000円以上
20,000円以下

２分の１を使用
する場合

１日
3,500円以上
10,000円以下

件/日
100円以上
350円以下

催しのため
設けられる
仮設工作物多目的

広場

物品の販売、募金その他
これらに類する行為

区分

新

定期的に広場でマルシェ等が開催されているが、料金設定がなく、無償で貸与している
→新たに料金を設定し、収益源とする

施設内での物販等に使用料を設定している３施設（大洲総合運動公園、ハーモニーパーク、
大分スポーツ公園）の算定方法により料金を算出

食品・生活衛生課
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（１）〈背景〉地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（令和4年4月施行）により、都道府県が定める環境配慮基準等
に基づき市町村が定めた促進区域において、再生可能エネルギー発電所の整備が行われる場合には、環境影響評価法にお
ける計画段階環境配慮書手続きを不要とする特例が創設

→ 今般、第６期大分県地球温暖化対策実行計画において県環境配慮基準を定めることを踏まえ、促進区域内において認定を受け、
かつ、条例対象事業となる再生可能エネルギー発電所の整備についても配慮書手続きが不要となるよう特例規定を設ける。

（２）〈背景〉環境影響評価法の一部を改正する法律（令和8年4月施行）により、環境影響評価に係る書類
（評価書等）について、縦覧等の期間を延長（事業者の同意があれば、１ヶ月間→３０年間）

→ 環境影響評価法と同様に既存の評価書等の活用を図るため、条例対象事業における事業者による
縦覧等の期間後も、事業者の同意を得た場合は、評価書等をインターネットにより公開(30年間)
することを可能とする。

・県環境配慮基準
発電所（風力及び太陽光）ごとに、騒音や水質、動植物への影
響、景観など、施設の設置にあたって、除外区域や考慮が必
要な区域・事項を定めたもの。

水力発電所
火力発電所
（バイオマス）

地熱発電所

風力発電所 太陽光発電所

大分県環境影響評価条例(平成11年大分県条例第11号)（以下､「条例」)は、環境影響評価法(平成9年法律第81号)の対象とならない事業
等(以下､「条例対象事業」)について、より環境に配慮した事業となるよう環境影響評価手続きの実施を事業者に対して義務付けたもの

Ⅰ 条例の概要

Ⅱ 改正の概要

令和８年４月１日

Ⅲ 施行日

環境影響評価手続きの流れ

条例の対象となる再エネ発電所

※促進区域内において、認定を受けた事業に
ついては、配慮書手続不要

県環境配慮基準と促進区域の関係

・促進区域

市町村が地球温暖化対策実行計画で定める地域の脱炭素化
を促進する区域。国や県が定めた環境配慮基準に基づき定め
る。

考慮すべき区域・事項
・国立・国定公園（左記以外）
・砂防指定地
・騒音その他生活環境への支障 等

考慮すべき区域・事項
・国立・国定公園(普通地域)
・景観計画の対象区域
・騒音その他生活環境への支障 等

考慮すべき区域・事項を踏まえ
促進区域を設定市町村

大分県
(環境配慮基準)

国
(共通基準)

・国立・国定公園
(特別保護地区、海域公園
  地区、第１種特別地域)

・国立・国定公園
 (第2・3種特別地域)
・ラムサール条約湿地
・砂防指定地 等

その他の区域

その他の区域

大分県の区域

促進区域から除外する区域

第28号議案 大分県環境影響評価条例の一部改正について

配
慮
書

実
施
計
画
書

環
境
影
響
評
価
の
実
施

準
備
書

評
価
書

事
業
の
実
施

事
後
調
査
報
告
書

配
慮
書

促
進
区
域
外

促
進
区
域
内

環境保全課
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第29号議案 大分県産業廃棄物の適正な処理に関する条例の一部改正について

１．大分県産業廃棄物の適正な処理に関する条例の概要

４．条例施行日

産業廃棄物の不適正な処理が地域の環境に重大な影響を及ぼすことに鑑み、
産業廃棄物を処分するための施設の設置等に係る事前の手続等を定めること
により、産業廃棄物の適正な処理を推進し県民の生活環境の保全に寄与する。

→ 産業廃棄物を処分するための施設の設置等を行う場合、
県への事前協議（条例第5条）及び住民説明会の開催（条例第6条）が必要

※廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）等で
定めのない住民説明会の開催等を義務付けるもの。

循環社会推進課

温室効果ガス排出量を削減し、再資源化するための技術・設備の高度化を
促進するため、資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法
律(令和6年法律第41号)(以下「高度化法」という。)を制定
（令和7年11月21日施行）

 再資源化事業等の高度化を促進するため、事業者による「高度再資源化
事業計画」等を国が認定する制度を創設

 計画認定では、「条例の手続」及び「廃掃法の手続」と同等の審査を国
が実施

 国の認定を受けた場合、廃掃法による「廃棄物処理施設の設置許可」が
不要に

公布の日

２．資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要

改正後の条例の適用範囲３．条例改正の概要

「高度再資源化事業計画」等の認定手続き過程において事業者が住民説
明会を開催した場合、条例の手続と重複するため、「条例第５条～１１条
（産業廃棄物を処分するための施設の設置等に関する規定)」を適用しない
除外規定を新設

説明会開催(第6条)

事前協議書提出(第5条)

適合通知(第7条)

条例の手続

許可申請

許可

廃掃法の手続

施設の設置

申請書提出

認定
(廃掃法の設置許可不要に）

産業廃棄物
を処分する
施設

説明会有 説明会無

新
【条例対象外】

【条例の対象】
・事前協議書の提出
・説明会の開催

①高度化法による認定施設 ①以外の施設

産業廃棄物を処分する施設設置の流れ(例)

高度再資源化事業計画による施設設置までの流れ

事業者 県

検査

事業者 国

地域との調和の取組
例）地元事業者との連携、
説明会開催 など

「説明会開
催」という
例示はある
が、義務で
はない

施設の設置 検査

※ 現時点で、県内に認定取得希望者なし
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第26号議案 大分県男女共同参画計画（第６次おおいた男女共同参画プラン）案の概要

男
女
共
同
参
画
に
向
け
た

意
識
改
革

■計画の策定にあたって
（１）計画策定の趣旨

男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、
男女の平等を基礎とした男女共同参画社会の実現を図るもの

（２）計画の性格・位置づけ
①「男女共同参画社会基本法」に基づく県男女共同参画計画
②「女性活躍推進法」に基づく県推進計画
③「県男女共同参画推進条例」に基づく男女共同参画計画
④「県長期総合計画」の部門計画

（３）計画の期間 令和８年度～令和１２年度（５年間）

■１ 総論編
第１章 社会情勢の変化
第２章 前計画の評価
第３章 計画の基本的な考え方
（１）基本理念

男女共同参画推進条例第３条各項に規定する６つの基本理念
を計画における基本理念とする。

（２）目指す姿
･誰もが自らの意思に基づき、個性と能力を発揮できる、
多様性と活力に富んだ大分県

･あらゆる分野に男女共同参画と女性活躍の視点を取り込み、
誰もが仕事と生活の調和を図ることができる大分県

･暴力が根絶され、誰もが人権を尊重され尊厳を持って暮ら
せる大分県

（３）計画の体系

■２ 各論編 ※右欄に記載

■３～５ 推進体制､女性活躍推進法に基づく都道府県
推進計画、資料編 男

女
が
安
心
で
き
る

生
活
の
確
保

女
性
の
活
躍
の
推
進

Ⅰ

基本
目標

主な取組重点目標

1 男女の平等と
人権を守る環境
づくり

2 男女共同参画
意識の一層の向
上と社会制度・
慣行の見直し

3 男女共同参画を
推進し多様な選択
を可能にする教
育・学習の充実

1 様々な分野での
女性の参画促進

2 女性の職業生
活における活躍
の推進

3 職業生活と家
庭生活との両立
の推進

4 男女が共に支
える地域づくり
の推進

1 生涯を通じた健
康支援

2 ＤＶ、性犯罪・
性暴力等の被害
者支援

3 暴力の根絶に向
けた取組の推進

(1)家庭･地域･働く場における固定的な性別役割分担意識の解消

(2)様々な困難を抱えた人の人権を尊重する意識の醸成
(3)男女共同参画を担う人材等の育成

(1)全県的な広がりを持った広報･啓発の一層の充実･強化
(2)家庭･地域･働く場等における社会制度･慣行の見直し
(3)男女共同参画にかかる調査の実施、情報の収集･整備･提供
(4)女性の活躍推進を通じた男女共同参画意識の浸透

(1)男女平等を推進する教育･学習の充実

(2)多様な選択を可能にする教育･能力開発･学習機会の充実

(1)あらゆる分野における女性の参画拡大
(2)政策・方針決定過程への女性の参画拡大
(3)雇用者における女性の管理職登用促進

(1)本人の希望に応じた多様で柔軟な働き方の実現
(2)雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保
(3)企業における取組の促進
(4)女性の活躍推進に向けた啓発活動

(1)男性の意識と職場風土の改革
(2)職業生活と家庭生活の両立のための環境整備

(1)地域における男女共同参画の推進
(2)地域における安全・安心の確保
(3)女性や若者等に選ばれる地域づくり

(1)暴力の予防と根絶のための基盤づくり
(2)こども、若年層に対する性的な暴力等の根絶に向けた

対策の推進

(1)生涯を通じた男女の健康の増進
(2)女性のライフイベント(妊娠･出産等)に関する健康支援

(1)暴力の防止及び被害者の保護等の推進
(2)性犯罪･性暴力､ストーカー行為等への対策の推進
(3)困難な問題を抱える女性への支援

Ⅲ

Ⅱ

【
総
合
目
標
】
誰
も
が
自
分
ら
し
く
、
い
き
い
き
と
活
躍
で
き
る
大
分
県

県民生活・男女共同参画課

計画の構成

（１）実施期間：R7.12.8～R8.1.15（33日間）
（２）提出意見：２２名から４３件
（３）計画への反映状況

・計画へ反映:４件(こどもが理解できる工夫 等)
・計画推進に際して留意：６件

(女性活躍の推進、ＤＶ防止対策 等)
・計画に反映済:３３件

パブリック
コメントの
実施状況
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番号 種別 担当課 計画等の名称 計画期間 計画等の概要・目的 改正の主なポイント・パブコメ意見 改定スケジュール

1
議決を

要する計画
県民生活・
男女共同参画課

第６次おおいた男女共同参画プ
ラン

令和8
～12年度

男女共同参画社会基本法第14条及
び大分県男女共同参画推進条例第
９条に基づく本県の男女共同参画
社会の形成を図るための基本的な
計画。
女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律第６条に基づく都
道府県推進計画にも位置づけてい
るもの。

【改正の主なポイント】
・大分県男女共同参画推進条例第９条
第１項の規定に基づき、新たな大分県
男女共同参画計画を策定

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R7.12.8～R8.1.15
件数：43件
対応例：こどもが理解できる工夫に関
する提案があり、概要版（中学生以
上）とやさしい版（小学生）を作成

7年 9月　概要報告
7年12月　4定常任素案報告
7年12月　パブリックコメント
8年 3月　計画議案提出

2 その他の計画 環境政策課
第６期大分県地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）・大分県
気候変動適応計画

令和8
～12年度

地球温暖化対策の推進に関する法
律第21条及び気候変動適応法第12
条に基づきり、県内の温室効果ガ
ス削減及び気候変動適応に関する
計画を定めるもの。

【改正の主なポイント】
・2040年度の削減目標を設定
・省エネの一層の推進等に加え、環境
に配慮した取組を評価する社会づくり
の視点を追加
・再エネ促進区域の設定に関する環境
配慮基準を追加

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R7.12.23～R8.1.29
件数：19件
対応例：家庭部門における再エネ電力
への転換に向けた取組の提案があり、
本文中に追記

7年12月　4定常任素案報告
7年12月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定

3 その他の計画
県民生活・
男女共同参画課

第５次大分県消費者基本計画
令和8

～12年度

「大分県民の消費生活の安定及び
向上に関する条例」第８条に基づ
き、消費者施策の計画的な推進を
図るため、基本となる計画を策定
するもの。

【改正の主なポイント】
・消費者トラブルのデジタル化への対
応や、配慮を要する消費者の見守り体
制強化等の消費者行政の充実を図る

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R7.12.1～R8.1.7
件数：3件
対応例：デジタル化への対応が難しい
消費者への丁寧な対応を事業者に要請
することを計画に記載

7年 9月　3定常任骨子報告
7年12月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定

県計画等の策定・改定について

議案として説明

諸般の報告①
生活環境企画課
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番号 種別 担当課 計画等の名称 計画期間 計画等の概要・目的 改正の主なポイント・パブコメ意見 改定スケジュール

県計画等の策定・改定について
諸般の報告①

生活環境企画課

4 その他の計画
県民生活・
男女共同参画課

第３次大分県犯罪被害者等支援
推進指針

令和8
～12年度

大分県犯罪被害者等支援条例第10
条に基づき、犯罪被害者等の支援
を総合的かつ計画的に推進するた
め、犯罪被害者等の支援に関する
指針を定めるもの。

【改正の主なポイント】
・県、警察、教育委員会等の関係機関
が連携・協力し、犯罪被害者等へのワ
ンストップ支援体制の充実を図る

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R8.2.9～R8.3.9
件数：0件

7年12月　4定常任骨子報告
8年 2月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定

5 その他の計画 食品・生活衛生課 第５期大分県食育推進計画
令和8

～12年度

大分県食育推進条例第20条に基づ
き、本県の食育を推進するため、
施策についての基本的な方針等を
定めるもの。

【改正の主なポイント】
・新たに「食の安全・安心への理解促
進」を項目立てし、食に関する正しい
知識の普及と理解促進に取り組む

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R7.12.19～R8.1.26
件数：2件
対応例：保護者世代への啓発の必要性
について提案があり、本文中に追加

7年12月　4定常任素案報告
7年12月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定

6 その他の計画 循環社会推進課 第６次大分県廃棄物処理計画
令和8

～12年度

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律第５条の５の規定により、区域
内における廃棄物の減量その他適
切な処理に関する計画を定めるも
の。

【改正の主なポイント】
・国家戦略となった循環経済への移行
やカーボンニュートラルに向けた脱炭
素化の推進等の情勢の変化を踏まえ、
これらを計画に盛込むことで、廃棄物
処理に関する施策について、より総合
的に取り組む計画とした。

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R8.1.5～R8.2.6
件数：１件
対応例：一廃再生利用状況の種類・市
町村ごとのグラフの追加の提案があ
り、本文中に追加

7年12月　4定常任素案報告
8年 1月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定
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番号 種別 担当課 計画等の名称 計画期間 計画等の概要・目的 改正の主なポイント・パブコメ意見 改定スケジュール

県計画等の策定・改定について
諸般の報告①

生活環境企画課

7 その他の計画 循環社会推進課
第４次大分県きれいな海岸づく
り推進計画

令和8
～12年度

美しく豊かな自然を保護するため
の海岸における良好な景観及び環
境並びに海洋環境の保全に係る海
岸漂着物等の処理等の推進に関す
る法律第14条の規定に基づき、県
内の海岸漂着物対策や、海岸にお
ける漂流・漂着ごみ対策の基本方
針等を定めるもの。

【改正の主なポイント】
・NPO等の活動の支援強化や３Ｒの取組
の推進など、既存事業の充実を中心
に、内容を整理

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R8.1.5～R8.2.6
件数：３件
対応例：海岸ごみの回収と発生抑制に
関する提案があり、現行事業により対
応

7年12月　4定常任素案報告
8年 1月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定

8 その他の計画 循環社会推進課
大分県ごみ処理広域化・集約化
計画

令和8
～32年度

※5年ごとに
見直し

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律第５条の５の規定に基づき、廃
棄物処理施設の広域化・集約化を
推進し、将来にわたり安定的かつ
効率的な廃棄物処理体制の確保を
図るための計画を定めるもの。

【改正の主なポイント】
・計画期間を従来の5年間から延ばし、
令和32年度までの長期的な計画とした
・県と市町村で構成する「ごみ処理広
域化・集約化協議会」を設置し、市町
村の合意を得ながら計画を策定

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R8.1.5～R8.2.6
件数：１件
対応例：中津ブロックの「福岡県の近
隣市町村」を「福岡県上毛町」に修正
する提案があり、本文を修正

7年12月　4定常任素案報告
8年 1月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定

9 その他の計画 食品・生活衛生課
第３次大分県動物愛護管理推進
計画

令和3年
～12年度

※5年を目途に
見直し

動物の愛護及び管理に関する法律
第６条に基づき、県内の動物の愛
護や管理に関する施策を計画的に
推進するもの。

【改正の主なポイント】
・クラウドファンディングを活用した
ボランティア団体への支援
・ペット同行避難訓練の実施と災害時
動物ボランティアの育成
・公衆衛生獣医師の確保
・SFTS等、動物由来感染症対策の推進

【パブコメ意見と対応状況】
期間：R7.12.19～R8.1.26
件数：７件
対応例：終生飼養、多頭飼育問題への
提案があり、計画本文に明記

7年12月　4定常任概要報告
7年12月　パブリックコメント
8年 3月末　計画策定
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① 飲食店等を原因とする食中毒発生件数

現行 ： 「発生件数０件以下」は、過去に達成実績がなく
１件の発生でも目標達成度が０％となり、施策
評価を行う際にも、評価しづらい数値目標と
なっている。

改定 ： 発生件数から患者数に指標を変更。
過去５年間の全国罹患率（人口10万人当たりの患者数）を
基に全国平均人数を算出し、目標指標に設定。

※全国：10.5人 本県24.8人

②温室効果ガス排出量（吸収量考慮）

現行 ： 国が定める温室効果ガス排出量の算定手法の
見直しや新たな削減目標の設定等が行われ
現行の目標指標に数値の乖離が生まれている。

改定 ： 国の見直し等に合わせた排出量を再設定し
現在策定中の第6期大分県地球温暖化対策
実行計画（R8.3予定）の年度目標に基づいた
指標の設定を行う。

・ ビジョン2024は、中間年にあたるR１０年度に計画全体の見直しを行うが、変化の激しい時代に適応するため、
計画のフォローアップとともに適宜見直しを行うこととしている。

・ 計画の現状を精査した結果、以下２指標について見直しを行う。
・ なお、見直し後の目標値は令和8年度行政評価（令和７年度実績）より反映し、使用する。

「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４」目標指標の見直しについて

１．概要

２．見直しを行う指標

【安心】-７-（３)

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R１５年度

現行
 飲食店等を原因とする
 食中毒発生件数（件以下）

0 0 0 0 0

見直し後
 人口１０万人当たりの
 食中毒患者数（人以下）

10 10 10 10 10

指　標　名
目標値

【安心】-２-(１)・【未来創造】-3-(１)

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R１５年度

現行
 温室効果ガス排出量

（千t ー ＣＯ2以下）
25,770
（R5）

25,550
（R6）

25,329
（R7）

25,109
（R8）

24,007
（R13）

見直し後  同上
28,446
（R5）

27,937
（R6）

27,428
（R7）

26,918
（R8）

24,183
（R13）

指　標　名
目標値

諸般の報告②
生活環境企画課
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